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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 彦 坂 　 義 助
問合せ先責任者 役 職 名 経 理 部 長
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単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元  1,000株）

1. 18年 9月中間期の業績 （平成18年 4月 1日～平成18年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期       24,518   △34.2      △1,439 －       △1,706－
17年 9月中間期       37,259    31.5       1,606 8,012.7       1,355－

18年 3月期       93,853－        1,826－        1,316－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 9月中間期      △11,578－         △93.85
17年 9月中間期          248－           2.14

18年 3月期          440－           3.75

(注 )1.期中平均株式数 18年 9月中間期    123,372,543株 17年 9月中間期    116,134,474株
18年 3月期    117,394,067株

2.会計処理の方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期      108,426       24,599     22.7        199.39
17年 9月中間期      121,454       35,453     29.2        305.29

18年 3月期      115,137       37,989     33.0        307.92

(注 )1.期末発行済株式数 18年 9月中間期    123,372,194株 17年 9月中間期    116,132,830株
18年 3月期    123,373,064株

2.期末自己株式数 18年 9月中間期      6,277,745株 17年 9月中間期     13,517,109株
18年 3月期      6,276,875株

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期       84,800      △1,800     △11,700

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         △94円 83銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

期 末 年 間
18年 3月期 3.00 3.00
19年 3月期(実 績 ) －
19年 3月期(予 想 ) － －

(注 )18年 9月中間期末配当金の内訳 記念配当 － 円 － 銭 特別配当 － 円 － 銭

※ 上 記 の 予 想 に は 、 本 紙 の 発 表 日 現 在 の 将 来 に 関 す る 前 提 ・ 見 通 し ・ 計 画 に 基 づ く 予 想 が 含 ま れ て
お り ま す 。
※ 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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5－(1). 中間貸借対照表 
 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金 ※２ 10,878   4,903   7,674   

受取手形 ※６ 2,852   2,425   514   

完成工事未収入金
等  14,150   14,717   23,123   

販売用不動産 ※２ 16,416   14,738   16,492   

未成工事支出金  24,405   22,582   13,382   

不動産事業等支出
金  3,187   6   2,244   

立替金  －   5,426   5,059   

その他 ※４ 7,912   2,660   2,660   

貸倒引当金  △293   △148   △174   

流動資産合計   79,509 65.5  67,313 62.1  70,977 61.7 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産           

建物 
※１ 
※２ －   5,727   5,680   

土地 ※２ 13,050   14,919   13,110   

その他 
※１ 
※２ 

6,743   1,060   1,033   

有形固定資産計   19,794   21,707   19,824  

無形固定資産   147   139   143  

投資その他の資産           

投資有価証券  9,135   10,257   10,742   

その他  13,260   9,388   13,865   

貸倒引当金  △433   △435   △442   

投資その他の資産
計   21,962   19,210   24,166  

固定資産合計   41,904 34.5  41,058 37.9  44,133 38.3 

Ⅲ 繰延資産   40 0.0  54 0.0  25 0.0 

資産合計   121,454 100  108,426 100  115,137 100 
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形  11,808   11,064   11,869   

工事未払金  11,410   10,676   13,592   

社債（１年以内償
還予定）  852   1,132   852   

短期借入金 ※２ 19,829   20,853   17,994   

未成工事受入金等  19,511   16,855   10,893   

引当金  467   442   486   

その他 ※４ 4,930   6,063   6,018   

流動負債合計   68,810 56.7  67,087 61.9  61,706 53.6 

Ⅱ 固定負債           

社債  2,164   2,932   1,918   

長期借入金 ※２ 8,791   6,532   8,390   

退職給付引当金  4,854   2,764   2,838   

役員退職慰労引当
金 

 155   －   171   

開発事業損失引当
金 

 260   1,505   310   

その他  965   3,004   1,812   

固定負債合計   17,190 14.1  16,739 15.4  15,440 13.4 

負債合計   86,000 70.8  83,826 77.3  77,147 67.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   15,431 12.7  － －  15,431 13.4 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  3,857   －   3,857   

その他資本剰余金  12,975   －   14,178   

資本剰余金合計   16,833 13.8  － －  18,036 15.7 

Ⅲ 利益剰余金           

中間（当期）未処
分利益  1,293   －   1,512   

利益剰余金合計   1,293 1.1  － －  1,512 1.3 

Ⅳ 土地再評価差額金   1,105 0.9  － －  218 0.2 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

  2,275 1.9  － －  3,481 3.0 

Ⅵ 自己株式   △1,486 △1.2  － －  △690 △0.6 

資本合計   35,453 29.2  － －  37,989 33.0 

負債資本合計   121,454 100  － －  115,137 100 
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金   － －  15,431 14.2  － － 

２ 資本剰余金           

(1）資本準備金  －   3,857   －   

(2）その他資本剰余
金  －   14,178   －   

資本剰余金合計   － －  18,036 16.6  － － 

３ 利益剰余金           

(1）その他利益剰余
金           

繰越利益剰余金  －   △10,575   －   

利益剰余金合計   － －  △10,575 △9.7  － － 

４ 自己株式   － －  △691 △0.6  － － 

株主資本合計   － －  22,201 20.5  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

  － －  3,184 2.9  － － 

２ 土地再評価差額金   － －  △786 △0.7  － － 

評価・換算差額等合
計   － －  2,397 2.2  － － 

純資産合計   － －  24,599 22.7  － － 

負債純資産合計   － －  108,426 100  － － 
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5－(2). 中間損益計算書 
 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高           

完成工事高  26,565   23,290  
 
 
81,044   

不動産事業等売上
高  10,694 37,259 100 1,228 24,518 100 12,809 93,853 100 

Ⅱ 売上原価           

完成工事原価  26,462   21,847   79,451   

不動産事業等売上
原価  7,401 33,863 90.9 818 22,666 92.4 9,056 88,508 94.3 

売上総利益           

完成工事総利益  103   1,442   1,592   

不動産事業等総利
益  3,292 3,396 9.1 409 1,852 7.6 3,753 5,345 5.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,790 4.8  3,292 13.5  3,519 3.8 

営業利益   1,606 4.3  － －  1,826 1.9 

営業損失   － －  1,439 △5.9  － － 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  45   50   94   

その他 ※１ 153 198 0.5 82 132 0.5 245 340 0.4 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  386   342   749   

その他  62 449 1.2 56 399 1.6 99 849 0.9 

経常利益   1,355 3.6  － －  1,316 1.4 

経常損失   － －  1,706 △7.0  － － 

Ⅵ 特別利益 ※２  75 0.2  118 0.5  572 0.6 

Ⅶ 特別損失 
※３ 
※４  525 1.4  5,980 24.4  761 0.8 

税引前中間（当
期）純利益   905 2.4  － －  1,127 1.2 

税引前中間純損失   － －  7,568 △30.9  － － 

法人税、住民税及
び事業税  55   57   118   

法人税等調整額  600 656 1.7 3,952 4,009 16.3 567 686 0.7 

中間（当期）純利
益   248 0.7  － －  440 0.5 

中間純損失   － －  11,578 △47.2  － － 

前期繰越利益   347   －   347  

土地再評価差額金
取崩額   697   －   723  

中間（当期）未処
分利益   1,293   －   1,512  
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5－(3). 中間株主資本等変動計算書 
 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益
剰余金 

 
資本金 

資本準備金 
その他資本剰
余金 

資本剰余金合
計 繰越利益剰

余金 

利益剰余金
合計 

自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日 残高（百万
円） 15,431 3,857 14,178 18,036 1,512 1,512 △690 34,289 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当（注）     △370 △370  △370 

中間純損失     △11,578 △11,578  △11,578 

自己株式の取得       △0 △0 

土地再評価差額金の取崩     △138 △138  △138 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

        

中間会計期間中の変動額合計（百
万円） 

－ － － － △12,087 △12,087 △0 △12,087 

平成18年9月30日 残高（百万
円） 15,431 3,857 14,178 18,036 △10,575 △10,575 △691 22,201 

 

評価・換算差額等 

 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

純資産合計 

平成18年3月31日 残高（百万
円） 3,481 218 3,699 37,989 

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）    △370 

中間純損失    △11,578 

自己株式の取得    △0 

土地再評価差額金の取崩    △138 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） △296 △1,005 △1,302 △1,302 

中間会計期間中の変動額合計（百
万円） △296 △1,005 △1,302 △13,390 

平成18年9月30日 残高（百万
円） 3,184 △786 2,397 24,599 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

子会社及び関連会社株式 子会社及び関連会社株式 子会社及び関連会社株式 １．資産の評価基準及び評価

方法 移動平均法による原価法 同左 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しております） 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す） 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しております） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

 棚卸資産 棚卸資産 棚卸資産 

   評価基準は原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に

よっております。 

 

 販売用不動産 販売用不動産 販売用不動産 

 個別法による原価法 個別法 個別法による原価法 

 未成工事支出金 未成工事支出金 未成工事支出金 

 個別法による原価法 個別法 個別法による原価法 

 不動産事業等支出金 不動産事業等支出金 不動産事業等支出金 

 個別法による原価法 個別法 個別法による原価法 

 材料貯蔵品 材料貯蔵品 材料貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 最終仕入原価法 最終仕入原価法による原価法

 ────── （会計方針の変更） 

 「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日）が平成20年３月

31日以前に開始する会計年度に係

る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期

間より同会計基準を適用しており

ます。 

 なお、この変更により、税引前

中間純損失は4,045百万円増加し

ております。 

────── 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方

法  建物については定額法、その他

については定率法を採用しており

ます。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

同左 同左 

 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 同左 同左 

３．繰延資産の処理方法  社債発行費は商法施行規則の規

定に基づき３年間で均等償却して

おります。 

 社債発行費は、過年度発生分は

３年間の均等償却、今年度発生分

は償還期間内での均等償却をして

おります。 

 社債発行費は商法施行規則の規

定に基づき３年間で均等償却して

おります。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「繰延資

産の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会 実務

対応報告第19号 平成18年８月11

日）を適用しております。これに

より経常損失及び税引前中間純損

失は5百万円減少しております。 

────── 

４．引当金の計上基準  貸倒引当金  貸倒引当金  貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は8,069  

百万円であります。 

 債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は8,021 

百万円であります。 

 債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は8,021 

百万円であります。 

 賞与引当金 賞与引当金 賞与引当金 

  従業員賞与の支出に備えて、支

給見込額基準により計上しており

ます。 

同左 同左 

 完成工事補償引当金 完成工事補償引当金 完成工事補償引当金 

  完成工事の瑕疵補修費の支出に

備えて、将来の見積補修額を計上

しております。 

同左 同左 

 退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

  従業員及び執行役員の退職給付

に備えて、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 なお、過去勤務債務は、各期の

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理

しております。 

 また、数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期から

費用処理することとしておりま

す。 

同左  従業員及び執行役員の退職給付

に備えて、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、各期の

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理

しております。 

 また、数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期から

費用処理することとしておりま

す。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 役員退職慰労引当金 ────── 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

  役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 開発事業損失引当金 開発事業損失引当金 開発事業損失引当金 

  開発事業取引に関して、将来発

生する可能性のある損失に備え

て、契約条件、開発計画等を検討

し、当社が負担することとなる損

失見込額を計上しております。 

同左 同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法  金利スワップはその要件を満た

しているため特例処理を採用して

おります。 

同左 同左 

完成工事高の計上基準 完成工事高の計上基準 完成工事高の計上基準 ７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

５億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、11,327百万円であり

ます。 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

５億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、10,565百万円であり

ます。 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

５億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、23,847百万円であり

ます。 

 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

同左 同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) ────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。これにより税

引前中間純利益は 175百万円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引前当

期純利益は 175百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

────── 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 
────── 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

24,599百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

 

────── 
（支店等事業所における管理費等の会計処

理） 
────── 

  従来、本社以外の支店等事業所で発生す

る販売・管理経費は、完成工事原価及び未

成工事支出金に配賦しておりましたが、当

中間会計期間において業務内容の見直しを

行い、施工支援経費と認められるものを除

き、実態に合わせて販売費及び一般管理費

として処理することといたしました。 

 この変更は、工事進行基準の導入、また

発注環境の変化により着工から売上計上ま

での期間が短縮され、完成工事の比率が高

まる傾向にあり、施工支援経費以外の販売

費等は、期間費用として処理することと

し、期間損益計算の更なる適正化を図るこ

とを目的として行ったものであります。 

なお、この変更により、従来と同一の方

法によった場合に比べ、完成工事原価は970

百万円の減少、売上総利益は970百万円、販

売費及び一般管理費は1,534百万円の増加と

なり、営業損失、経常損失は563百万円増加

いたしました。また、期首時点で未成工事

支出金に配賦されている経費のうち、施工

支援経費以外のもの570百万円を特別損失と

して計上したため、税引前中間純損失は

1,134百万円の増加となっております。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ────── (退職給付信託) 

   平成18年３月28日に、現金2,000百万円に

よる退職給付信託の設定を行っておりま

す。これにより当事業年度末の退職給付引

当金は同額減少しております。損益に対す

る影響は軽微であります。 

───── （役員退職慰労金制度の廃止） ───── 

  当社は平成18年６月29日開催の定時株主

総会において役員退職慰労金制度の廃止を

決議いたしました。これに伴い、役員退職

慰労引当金を振替え、制度廃止以前の期間

にかかる支給見積額を流動負債の「その

他」に計上しております。 

 

───── (土地再評価に係る繰延税金資産の取崩し) (土地再評価に係る繰延税金資産の取崩し) 

  当中間会計期間末において、土地の再評

価に係る税金相当額の内、「土地再評価に

係る繰延税金資産」について回収の可能性

を個別に見直した結果、回収の可能性を見

込むことが困難な1,144百万円を取崩し、同

額を「土地再評価差額金」から減額してお

ります。 

 当事業年度末において、土地の再評価に

係る税金相当額の内、「土地再評価に係る

繰延税金資産」について回収の可能性を個

別に見直した結果、回収の可能性を見込む

ことが困難な860百万円を取崩し、同額を

「土地再評価差額金」から減額しておりま

す。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

13,002百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

   12,317百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

13,124百万円であります。 

※２ このうち下記のとおり担保に供してお

ります。 

※２ このうち下記のとおり担保に供してお

ります。 

※２ このうち下記のとおり担保に供してお

ります。 

(1）(イ）担保差入資産 (1）(イ）担保差入資産 (1）(イ）担保差入資産 
 

 百万円 

販売用不動産 197 

建物 641 

土地 1,160 

計 2,000 
  

 
 百万円 

販売用不動産 197 

建物 626 

土地 1,160 

計 1,985 
  

 
 百万円 

販売用不動産 197 

建物 634 

土地 1,160 

計 1,992 
  

(ロ）担保付債務 (ロ）担保付債務 (ロ）担保付債務 
 

 百万円 

長期借入金 4,270 

（１年以内返済予定額を含む） 
  

 
 百万円 

長期借入金 4,166 

（１年以内返済予定額を含む） 
  

 
 百万円 

長期借入金 3,537 

（１年以内返済予定額を含む） 
  

(2）上記の他、定期預金76百万円を第三者

の借入金76百万円の担保に供しておりま

す。 

(2）上記の他、定期預金57百万円を第三者

の借入金57百万円の担保に供しておりま

す。 

(2）上記の他、定期預金57百万円を第三者

の借入金57百万円の担保に供しておりま

す。 

 ３ 保証債務  ３ 保証債務  ３ 保証債務 

 下記の相手先の金融機関等からの借入

に対し、債務保証を行っております。 

 下記の相手先の金融機関等からの借入

に対し、債務保証を行っております。 

 下記の相手先の金融機関等からの借入

に対し、債務保証を行っております。 
 
 百万円 

門司港開発㈱ 2,062 

大丸防音㈱ 502 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

312 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

1,800 

その他 129 

計 4,806 
  

 
 百万円 

門司港開発㈱ 1,905 

大丸防音㈱ 369 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

286 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

1,800 

その他 129 

計 4,490 
  

 
 百万円 

門司港開発㈱ 1,983 

大丸防音㈱ 504 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

286 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

1,800 

その他 129 

計 4,703 
  

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

※４ 消費税等の取扱い ※４ 消費税等の取扱い ───── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

同左  

５ コミットメントライン ５ コミットメントライン ５ コミットメントライン 

当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、コミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、コミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、コミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。 
 
 百万円

コミットメントライン契約の

総額 
12,000 

借入実行残高 ― 

差引額 12,000 
  

 
 百万円

コミットメントライン契約の

総額 
12,000 

借入実行残高 3,000 

差引額 9,000 
  

 
 百万円

コミットメントライン契約の

総額 
12,000 

借入実行残高 ― 

差引額 12,000 
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

───── ※６ 中間期末日満期手形 ───── 
  中間期末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。なお、

当中間会計期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間期末日満期手形が、中

間期末残高に含まれております。 

 

  
 百万円

  受取手形 183 
  

 

 
 
 

 
（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の「その他」のうち主要な

ものは次のとおりであります。 

※１ 営業外収益の「その他」のうち主要な

ものは次のとおりであります。 

※１ 営業外収益の「その他」のうち主要な

ものは次のとおりであります。 
  
 百万円 

受取配当金 66 
  

  
 百万円 

受取配当金 43 
  

  
 百万円 

受取配当金 107 
  

───── ───── ※２ 特別利益のうち主要なものは次のとお

りであります。 
    

 百万円 

前期損益修正益 87 

投資有価証券売却益 476 

  
  

※３ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※３ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※３ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 
 
 百万円 

減損損失 175 

完成工事補償引当金繰入

額 

151 

  

 
 百万円 

棚卸不動産評価損 4,045 

  

  
  

 
 百万円 

前期損益修正損 279 

減損損失 175 
 

※４ 当中間会計期間において、当社は以下

の資産または資産グループについて減損

損失を計上しております。 

用途 種類 場所 件数 

賃貸用資産 土地 千葉県 １件 

遊休資産 土地 千葉県他 ５件 
 

───── ※４ 当事業年度において、当社は以下の資

産または資産グループについて減損損失

を計上しております。 

用途 種類 場所 件数 

賃貸用資産 土地 千葉県 １件 

遊休資産 土地 千葉県他 ５件 
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前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   減損損失を認識した賃貸用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしております。 

 賃貸用資産及び遊休資産の地価の下落

等により、上記資産または資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(175百万円)とし

て特別損失に計上しております。 

  なお、当該資産または資産グループの

回収可能価額は正味売却価額と使用価値

のいずれか高い金額を採用しておりま

す。正味売却価額は路線価額等を合理的

に調整し評価しております。また、使用

価値は将来キャッシュフロー見積額を

3.3％で割り引いて算定しております。 

    減損損失を認識した賃貸用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしております。 

 賃貸用資産及び遊休資産の地価の下落

等により、上記資産または資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(175百万円)とし

て特別損失に計上しております。 

なお、当該資産または資産グループの

回収可能価額は正味売却価額と使用価値

のいずれか高い金額を採用しておりま

す。正味売却価額は路線価額等を合理的

に調整し評価しております。また、使用

価値は将来キャッシュフロー見積額を

3.3％で割り引いて算定しております。 

 ５ 当社の売上高は通常の営業の形態とし

て、事業年度の上半期の売上高と下半期

の売上高との間に著しい相違がありま

す。当中間期末に至る一年間の売上高は

次のとおりであります。 

 ５       同左 ───── 

  
 百万円 

前事業年度下半期 53,008 

当中間期 37,259 

計 90,267 
  

  
 百万円 

前事業年度下半期 56,593 

当中間期 24,518 

計 81,112 
  

 

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 
  
 百万円 

有形固定資産 188 

無形固定資産 12 

計 200 
  

  
 百万円 

有形固定資産 205 

無形固定資産 12 

計 218 
  

  
 百万円 

有形固定資産 391 

無形固定資産 25 

計 416 
  

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 
当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 （注） 6,276,875 870 － 6,277,745 

合計 6,276,875 870 － 6,277,745 

（注） 単元未満株式の買取による増加であります。 
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６．受注・売上・繰越工事分類表 
 
 （１）受 注 高          （単位：百万円） 

   前中間期 当中間期 前    期 

区 分  H17.4.1～H17.9.30 H18.4.1～H18.9.30 H17.4.1～H18.3.31 

   金  額 構成比 金  額 構成比 

増  減  増減率 

金  額 構成比 

 海 上 土 木  12,313 37.9% 11,215 36.2% -1,098 -8.9% 23,552 30.0% 

 陸 上 土 木  9,313 28.6% 9,490 30.7% 177 1.9% 24,939 31.8% 

 建      築  10,729 33.0% 10,086 32.6% -643 -6.0% 29,001 37.0% 

 建設事業計  32,356 99.5% 30,792 99.5% -1,564 -4.8% 77,494 98.8% 

 開発事業等  168 0.5% 166 0.5% -2 -1.3% 956 1.2% 

－計－  32,524 100.0% 30,958 100.0% -1,566 -4.8% 78,451 100.0% 

          

 （２）売 上 高          （単位：百万円） 

   前中間期 当中間期 前    期 

区 分  H17.4.1～H17.9.30 H18.4.1～H18.9.30 H17.4.1～H18.3.31 

   金  額 構成比 金  額 構成比 

増  減  増減率 

金  額 構成比 

 海 上 土 木  8,921 23.9% 7,759 31.7% -1,161 -13.0% 28,044 29.9% 

 陸 上 土 木  6,176 16.6% 7,488 30.5% 1,311 21.2% 22,779 24.3% 

 建      築  11,467 30.8% 8,042 32.8% -3,425 -29.9% 30,219 32.2% 

 完成工事高  26,565 71.3% 23,290 95.0% -3,272 -12.3% 81,044 86.4% 

 不動産売上高 10,628 28.5% 1,201 4.9% -9,426 -88.7% 11,845 12.6% 

 開発事業等  65 0.2% 26 0.1% -39 -59.6% 964 1.0% 

－計－  37,259 100.0% 24,518 100.0% -12,741 -34.2% 93,853 100.0% 

          

 （３）繰 越 高          （単位：百万円） 

   前中間期 当中間期 前    期 

区 分  H17.4.1～H17.9.30 H18.4.1～H18.9.30 H17.4.1～H18.3.31 

   金  額 構成比 金  額 構成比 

増  減  増減率 

金  額 構成比 

 海 上 土 木  50,263 46.6% 45,834 43.2% -4,429 -8.8% 42,379 43.1% 

 陸 上 土 木  29,821 27.7% 30,847 29.1% 1,025 3.4% 28,845 29.3% 

 建      築  27,648 25.6% 29,213 27.6% 1,564 5.7% 27,169 27.6% 

 建設事業計  107,733 99.9% 105,894 99.9% -1,838 -1.7% 98,393 100.0% 

 開発事業等  112 0.1% 141 0.1% 29 26.5% 2 0.0% 

－計－  107,845 100.0% 106,036 100.0% -1,808 -1.7% 98,395 100.0% 

 
 

 


